
象
に
も
適
用
し
、
追
加
分
の

助
成
金
を
支
給
す
る
。
上
限

を
撤
廃
す
る
こ
と
で
さ
ら
に

利
用
を
促
す
。

全
国
建
設
業
協
会
や
、
建

設
産
業
専
門
団
体
連
合
会

〔
建
専
連
)
傘
下
の
建
設
業

関
係
団
体
、
建
機
メ
ー
カ
ー

な
ど
に
制
度
変
更
を
周
知
す

る。
建
設
業
災
害
対
応
金
融
支

援
事
業
は
、
ロ
年
度
補
正
予

算
で
確
保
し
た
国
費
叩
億
印

百
万
円
を
原
資
に
創
設
。
建

設
業
振
興
基
金
を
窓
口
と
す

る
申
請
受
け
付
け
が
3
月
に

始
ま
っ
た
。

建
設
業
者
が
災
害
時
に
使

用
す
る
代
表
的
な
建
機
3
機

種
(
パ
ッ
ク
ホ
ウ
、
ブ
ル
ド

ー
ザ
ー
、
ト
ラ
ク
タ
ー
シ
ョ

ベ
ル
)
を
臼
年
1
月
日
日
i

u年
2
月
お
日
に
購
入
し
た

企
業
に
対
し
、
金
融
機
関
か

ら
の
融
資
金
利
や
割
賦
販
売

の
金
利
手
数
料
を
助
成
。
初

国
土
交
通
省
は
、
中
小
・
一
年
度
1
年
分
の
金
利
の
3
分

中
堅
建
設
業
者
が
災
害
時
に
一
の
2
(年
利
4
%分
が
上
限
)

使
用
す
る
建
設
機
械
購
入
時
一
を
補
助
す
る
。

の
金
利
を
助
成
す
る
「
建
設
一
同
省
の
ま
と
め
に
よ
る

業
災
害
対
応
金
融
支
援
事
一
と
、

7
月
初
日
ま
で
に
1
0

業
」
で
、

1
日
か
ら
助
成
上
一

8
件
の
支
援
を
決
定
。
上
限

限
を
撤
廃
す
る
。
従
来
は
1
一の
1
5
0
万
円
を
超
え
る
申

台
当
た
り
の
助
成
上
限
額
を
一
請
は
数
件
あ
っ
た
と
い
う
。

1
5
0万
円
、
ー
企
業
当
た
一
企
業
数
に
す
る
と
1
1
3社

り
の
上
限
台
数
を
3
台
(
被
一
か
ら
申
請
が
あ
り
、
こ
れ
ま

災
地
特
例
を
含
む
場
合
は
6
一
で
に
郎
社
(
被
災
地
は
4
社
)

台
)
と
し
て
い
た
。
既
に
支
一
へ
の
支
援
が
決
定
し
て
い

一
援
を
決
定
し
て
い
る
助
成
対
一
る
。

災害対応建機購入

金利助成の上限撤廃
国交省きょうから決定分にも適用

【建設ICT】

1.日経 2.朝日 3.毎日

4.読産 売 5.岐阜 6.中日
7. 経 8.静岡 9.伊勢
10.中部経済 11.建通 12.日刊工業
13.建設通信 14信濃毎日 15日本海事
⑬建設工業
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